
 （公益目的取得財産残額の贈与） 

第４８条 この法人が公益認定の取消しを受けた場合又は合併により消滅する場合（その権利義務を 

承継する法人が公益法人であるときを除く。）において、公益社団法人及び公益財団法人の認定等 

に関する法律第30条第２項に規定する公益目的取得財産残額があるときは、これに相当する財産を 

公益認定の取消しを受けた日又は合併により消滅する日から１ヶ月以内に、総会の議決を経て、こ 

の法人と類似の事業を目的とする他の公益法人若しくは同法第５条第17号イからトまでに掲げる法 

人又は国若しくは地方公共団体に贈与する。 

２ この法人が解散により清算するときに有する残余財産は、総会の議決により、前項に規定する公 

益法人等に寄附する。 

 

第９章  公告の方法 

 

（公 告） 

第４９条 この法人の公告は、電子公告により行う。 

２ 事故その他やむを得ない事由によって前項の電子公告をすることができない場合は、官報に掲載 

する方法による。 

 

第10章  補   則 

 

第５０条 この定款に別段の定めがあるもののほか、この定款の施行について必要な事項は理事会の 

決議を経て別に定める。 

 

 

１ この定款の変更は、平成 26年 6月 9日から施行する。 

２ この定款の変更は、平成 29年 6月 9日から施行する。 

３ この定款の変更は、令和 5年 6月 9日から施行する。 

 

 

附   則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の 

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第106条第１項に定める公益法人の 

設立の登記の日から施行する。 

２ この法人の最初の代表理事は市場祥子とする。 

３ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す 

る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第106条第１項に定める特例民法法人の解散の登 

記と、公益法人の設立の登記を行ったときは第39条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を 

事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。 

４ この法人の移行登記後の最初の役員は以下のとおりとする。 

理事 

市場 祥子   岩﨑 通子   上野留美子   大須賀恭子   大槻 友子   

小笠原 睦   川手 鶴子   駒場 啓子   杉本 眞吾   鈴木 洋子  

田川 惠子   飛松 佳子   長島美保子   平石 邦子   平岩 芳延 

福岡ちづる   二木由規子   松本 清江   横谷 宏枝 

監事 

及川えみ子   山﨑 璋子 

令令和和６６年年度度  事事業業報報告告 

                               
自 令和６年４月 １日 

至 令和７年３月３１日 

 

 

ⅠⅠ 事事業業のの重重点点目目標標 

○ 学校給食の振興を図り、児童生徒及び国民への食育を推進する活動をとおして、児童または青少年の健全育

成に寄与する。 

○ 学校における教育活動に根付いた食育の推進をとおして、児童生徒の健全な育成と豊かな人間形成を目指

し、あわせて、保護者をはじめ地域住民など広く国民の心身の健康に寄与する。 

○ 食育推進の中核である栄養教諭、学校栄養職員の資質の向上を図る。 

○ 食育推進に係る国の施策の遂行に協力するとともに、国民の健康増進に寄与するための事業を行う。 

○ 公益社団法人として、社会における役割と責任を自覚した活動を行う。 

 

ⅡⅡ  事事業業内内容容  

公公１１．．食食育育のの推推進進事事業業                                   

（（１１））学学校校給給食食週週間間行行事事のの推推進進                              

     学校給食週間では、学校給食の意義や役割を児童生徒や教職員、保護者、地域の方々の理解と関心を深め

るための機会とし、食育活動を推進した。また、全国で行われている食育活動を収集して取り組み事例集を

作成し、それを全国の栄養教諭等が共有し参考とした。なお、実施にあたり文部科学省の後援・協力、都道

府県教育委員会、指定都市教育委員会等の協力を得た。 
    ○期間 令和７年１月２４日（金）～３０日（木） 

    ○内容  ・学校給食週間中に行う児童生徒への啓発活動 
        ・学校給食に関しての保護者や地域の方々への広報活動 

        ・学校給食週間中の取組事例集の作成・発行 ８，５００部（令和５年度実施分） 
・全国で行われている食育活動の収集（令和６年度実施分） 
 

（（２２））食食育育推推進進リリーーフフレレッットトのの作作成成・・配配布布 
    本会事業を踏まえたリーフレットを食育推進全国大会や「早寝早起き朝ごはん」全国協議会開催 

 イベント等で配布し、食育推進の啓発活動を行った。 
        
（（３３））食食育育月月間間事事業業  ――第第１１９９回回食食育育推推進進全全国国大大会会―― 
    国の施策である食育月間における「食育推進全国大会」に参画し、啓発資料の配布、掲示、食育活動を展 

 開し、広く国民の心身の健全な発達に寄与する活動を行った。 

    ○期日 令和６年６月１日（土）～２日（日） 
○会場 ATCホール（大阪府大阪市） 

    ○内容 ・啓発資料の配布、掲示   ・参加者対象の食育活動 
        ・全学栄製品及び全学栄すいせん製品の紹介  



 
（（４４））関関係係団団体体へへのの協協力力 
    食育の推進及び学校給食の振興、栄養教諭・学校栄養職員の資質向上に関連する他団体の事業に参画し、

専門性に基づいた支援や意見提言を行った。 
 

 ＜関係団体＞ 
・・食食育育推推進進会会議議（（農農林林水水産産省省））・・・・・・・・委員として関与  
・・「「早早寝寝早早起起きき朝朝ごごははんん」」全全国国協協議議会会・・・・・幹事会の構成員として関与 
・・（（独独法法））国国立立青青少少年年教教育育振振興興機機構構・・・・・・委員として関与 

キッズフェスタのイベントでブースを出展し、食育体験活動やリーフレット等の配布を行った。 
          ○期日  令和６年１０月５日（土） 

○会場   国立オリンピック記念青少年総合センター 
                  ○内容  ・食育体験活動   ・パネル展示   ・啓発資料の配布 
         ○対象  親子 
    ・・全全国国地地産産地地消消推推進進協協議議会会（（農農林林水水産産省省））・・・幹事会の構成員として関与 

・・（（公公財財））日日本本学学校校保保健健会会・・・・・・・・・・理事会、評議員会の構成員として関与 

・・（（公公財財））学学校校給給食食研研究究改改善善協協会会・・・・・・・理事会、評議員会の構成員として関与 
      全学栄製品及び全学栄すいせん製品等の食材を活用した調理研究事業に参画することにより、学

校給食の献立内容を豊かにし、教材としての充実を図るための資質を養った。 
① 調理講習会（栄養教諭・学校栄養職員対象） 

② 親子料理教室（児童生徒・保護者対象） 

○実施期間 令和６年度 
○内容   調理講習会・講演 

・・（（一一社社））Jミミルルクク・・・・・・・・「ジャパンミルクコングレス２０２4」を後援 

 
 

公公２２．．食食育育推推進進人人材材育育成成事事業業 
（（１１））食食育育推推進進講講習習会会 
    栄養教諭をはじめとする食育推進に関わる者及び今後食育に関わることを目指す学生等の専門的知識の 

修得と指導力の充実を図ることを目的として行った。 
    近年、学校における食育の推進の中核となる栄養教諭・学校栄養職員の専門的知識や技能の向上が求め 

られ、食育の評価や栄養教諭の配置効果を見える形で示していく必要があることから、食育に関わるもの 

の指導力の充実を図った。 

 なお、実施にあたり文部科学省の後援を得た。 

 
    【データ解析・論文コース】  

○期日及び人数   令和６年１０月２５日（金）～２７日（日）    ５７名 
      ○会場       TKP市ヶ谷カンファレンスセンター    
      ○対象         本会会員及び一般参加者 

 
 



 
（（４４））関関係係団団体体へへのの協協力力 
    食育の推進及び学校給食の振興、栄養教諭・学校栄養職員の資質向上に関連する他団体の事業に参画し、

専門性に基づいた支援や意見提言を行った。 
 

 ＜関係団体＞ 
・・食食育育推推進進会会議議（（農農林林水水産産省省））・・・・・・・・委員として関与  
・・「「早早寝寝早早起起きき朝朝ごごははんん」」全全国国協協議議会会・・・・・幹事会の構成員として関与 
・・（（独独法法））国国立立青青少少年年教教育育振振興興機機構構・・・・・・委員として関与 

キッズフェスタのイベントでブースを出展し、食育体験活動やリーフレット等の配布を行った。 
          ○期日  令和６年１０月５日（土） 

○会場   国立オリンピック記念青少年総合センター 
                  ○内容  ・食育体験活動   ・パネル展示   ・啓発資料の配布 
         ○対象  親子 
    ・・全全国国地地産産地地消消推推進進協協議議会会（（農農林林水水産産省省））・・・幹事会の構成員として関与 

・・（（公公財財））日日本本学学校校保保健健会会・・・・・・・・・・理事会、評議員会の構成員として関与 

・・（（公公財財））学学校校給給食食研研究究改改善善協協会会・・・・・・・理事会、評議員会の構成員として関与 
      全学栄製品及び全学栄すいせん製品等の食材を活用した調理研究事業に参画することにより、学

校給食の献立内容を豊かにし、教材としての充実を図るための資質を養った。 
① 調理講習会（栄養教諭・学校栄養職員対象） 

② 親子料理教室（児童生徒・保護者対象） 

○実施期間 令和６年度 
○内容   調理講習会・講演 

・・（（一一社社））Jミミルルクク・・・・・・・・「ジャパンミルクコングレス２０２4」を後援 

 
 

公公２２．．食食育育推推進進人人材材育育成成事事業業 
（（１１））食食育育推推進進講講習習会会 
    栄養教諭をはじめとする食育推進に関わる者及び今後食育に関わることを目指す学生等の専門的知識の 

修得と指導力の充実を図ることを目的として行った。 
    近年、学校における食育の推進の中核となる栄養教諭・学校栄養職員の専門的知識や技能の向上が求め 

られ、食育の評価や栄養教諭の配置効果を見える形で示していく必要があることから、食育に関わるもの 

の指導力の充実を図った。 

 なお、実施にあたり文部科学省の後援を得た。 

 
    【データ解析・論文コース】  

○期日及び人数   令和６年１０月２５日（金）～２７日（日）    ５７名 
      ○会場       TKP市ヶ谷カンファレンスセンター    
      ○対象         本会会員及び一般参加者 

 
 

【一般コース】 
○期日及び人数   令和６年１１月９日（土）～１０日（日）       １９９名 

           ○会場         オンライン開催  

 ○対象       本会会員及び一般参加者  
 

（（２２））第第６６００回回学学校校給給食食夏夏季季講講習習会会 
    学校給食の食事内容を改善充実し、児童生徒の体力増進、食事に対する正しい知識とその実践を図るため 

 に必要な事項について研修を行い、栄養教諭・学校栄養職員の資質の向上と学校給食の振興に資することを 
目的として行った。 

  なお、実施にあたり文部科学省の後援を得た。 
○期日及び人数    令和６年７月２０日（土）～２１日（日）     １４９名 
○会場      オンライン開催 
○対象      本会会員及び一般参加者 

 
（（３３））栄栄養養教教諭諭ののたためめののカカリリキキュュララムム検検討討委委員員会会   
     持続可能な社会づくりに貢献する人材育成に資するため、学校における食と関連する環境教育プログラ 

 ムを作成し、指導展開例をまとめ、各教科学習との関連を図った。 

        今年度は、新しい食育「持続可能な開発のための教育 －食で深める環境教育－」として刊行し、栄養教 

諭等関係機関へ配布を行った。 

           ○組織  栄養教諭のためのカリキュラム検討委員会   

           ○刊行  新しい食育「持続可能な開発のための教育 －食で深める環境教育－」     ８，５００部 

 
（（４４））都都道道府府県県代代表表者者研研修修会会 
     本会が取り組む食育を全国的に推進するための知識、手立てを共有し、会員相互の資質向上と食育推進

のレベルアップを図る目的として行った。 
 ＜１回＞ ○期日  令和６年７月３１日（水） 

○会場  メトロポリタン長野（長野県長野市）      
       ○対象  本会会員の都道府県代表者 
 

＜２回＞  ○期日  令和６年１２月５日（木）～６日（金）          
○会場  ５日（ホテルルポール麹町）、６日（ビジョンセンター赤坂（永田町）） 

        ○対象  本会会員の都道府県代表者 
 
（（５５））第第１１回回全全国国学学校校給給食食・・栄栄養養教教諭諭等等研研究究協協議議大大会会   
    学校における食育を推進する上で重要な役割を担う学校給食の在り方について研究協議を行い、学校給

食関係者の資質の向上を図る。併せて学校における食育の推進に向けて、児童生徒に対する食に関する指導

の在り方や学校給食の充実方策について研究協議し、栄養教諭・学校栄養職員の資質の向上を図ることを目

的として行った。 

○期日    令和６年８月１日（木）～２日（金） 

○会場   ホクト文化ホール（長野県長野市） 
        ○対象  栄養教諭・学校栄養職員及び学校給食関係者 



（（６６））広広報報活活動動 
    本会事業の推進と成果及び調査研究結果等を会員及び一般にも提供するとともに、新たな情報やニーズ

を把握して随時、更新を行った。また、機関誌は会員及び関係者に配付を行った。 
① ホームページの充実                                

② 機関誌「公益社団法人全国学校栄養士協議会報」の発行（第８４号・第８５号） 各８，８００部 

 
公公３３．．健健康康増増進進調調査査研研究究事事業業 
（（１１））食食生生活活実実態態調調査査 

児童生徒の健康増進に関する調査研究及び学校給食の振興に関する調査研究を行い、課題解決の具体的

方策の検討を行った。あわせて、研究の成果の発表を行った。 
①① 研研究究推推進進助助成成事事業業 

○内容      都道府県学校栄養士研究団体又は会員団体が行う食育に関わる研究を募集し、審査の     

上で助成を行った。 
○助成費  １年間、１都道府県１０万円  ２県 
       ・広島県 研究題目「給食の時間に児童の食事時間を確保するための取組」 
       ・香川県 研究題目「食に関する指導を効果的に行うための全体計画のあり方につ 
                 いて（第２報）」 
 

       ○報告書  令和５年度助成先（広島県、香川県）について、都道府県代表者研修会で研究の成果を

発表するとともに、機関誌やホームページに掲載を行った。 
 
②②  食食育育推推進進実実態態調調査査     

      １） ○ICT活用のためのデータ収集 
  全国から地場産物等の写真データを収集し、今後の取組に役立てるため会員に公開を 
 行った。   

 
    ２） ○委託事業 栄養教諭の指導力の一層の向上を図ることを目的とする文部科学省委託事業「食             

に関する健康課題対策支援事業」を実施し、食に関する個別的な相談指導の実践事例を  

取りまとめた。 
 

（（２２））栄栄養養・・衛衛生生・・安安全全管管理理のの徹徹底底をを図図るる事事業業  

    学校給食における食中毒防止の徹底を図るため栄養教諭、学校栄養職員が小グループ研究班を編成して 
学校給食施設を訪問し、衛生管理体制等の現状把握と点検を行った。点検、協議の結果からその改善点を見 
いだし、衛生管理の徹底を図ることを目的とした報告書の作成・配布を行った。 
 

      ○実施期間 令和６年度 
      ○対象   全国学校給食施設 
      ○方法   小グループによる研究授業方式をとった研究実践（点検・記録・協議） 
      ○報告書  ８，４００部（令和５年度実施分）   

なお、実施にあたり文部科学省の後援・協力、都道府県教育委員会、指定都市教育委員会等の協力を得た。 
 



（（６６））広広報報活活動動 
    本会事業の推進と成果及び調査研究結果等を会員及び一般にも提供するとともに、新たな情報やニーズ

を把握して随時、更新を行った。また、機関誌は会員及び関係者に配付を行った。 
① ホームページの充実                                

② 機関誌「公益社団法人全国学校栄養士協議会報」の発行（第８４号・第８５号） 各８，８００部 

 
公公３３．．健健康康増増進進調調査査研研究究事事業業 
（（１１））食食生生活活実実態態調調査査 

児童生徒の健康増進に関する調査研究及び学校給食の振興に関する調査研究を行い、課題解決の具体的

方策の検討を行った。あわせて、研究の成果の発表を行った。 
①① 研研究究推推進進助助成成事事業業 

○内容      都道府県学校栄養士研究団体又は会員団体が行う食育に関わる研究を募集し、審査の     

上で助成を行った。 
○助成費  １年間、１都道府県１０万円  ２県 
       ・広島県 研究題目「給食の時間に児童の食事時間を確保するための取組」 
       ・香川県 研究題目「食に関する指導を効果的に行うための全体計画のあり方につ 
                 いて（第２報）」 
 

       ○報告書  令和５年度助成先（広島県、香川県）について、都道府県代表者研修会で研究の成果を

発表するとともに、機関誌やホームページに掲載を行った。 
 
②②  食食育育推推進進実実態態調調査査     

      １） ○ICT活用のためのデータ収集 
  全国から地場産物等の写真データを収集し、今後の取組に役立てるため会員に公開を 
 行った。   

 
    ２） ○委託事業 栄養教諭の指導力の一層の向上を図ることを目的とする文部科学省委託事業「食             

に関する健康課題対策支援事業」を実施し、食に関する個別的な相談指導の実践事例を  

取りまとめた。 
 

（（２２））栄栄養養・・衛衛生生・・安安全全管管理理のの徹徹底底をを図図るる事事業業  

    学校給食における食中毒防止の徹底を図るため栄養教諭、学校栄養職員が小グループ研究班を編成して 
学校給食施設を訪問し、衛生管理体制等の現状把握と点検を行った。点検、協議の結果からその改善点を見 
いだし、衛生管理の徹底を図ることを目的とした報告書の作成・配布を行った。 
 

      ○実施期間 令和６年度 
      ○対象   全国学校給食施設 
      ○方法   小グループによる研究授業方式をとった研究実践（点検・記録・協議） 
      ○報告書  ８，４００部（令和５年度実施分）   

なお、実施にあたり文部科学省の後援・協力、都道府県教育委員会、指定都市教育委員会等の協力を得た。 
 

（（３３））学学校校給給食食用用食食品品のの研研究究開開発発 
学校給食への優良な物資の供給を図ることをとおして、学校給食の振興に寄与し児童生徒の心身の健康 

に資することを目的として検討、見直しを図った。 
 
①① 災災害害時時ににおおけけるる非非常常食食のの開開発発 

災害発生による非常時においても、成長期の子供たちに栄養バランスのとれた食を提供することが 
できるために、災害時学校給食用非常食を開発し、子供たちの心身の安定と体力保持に寄与すること 
を目的として検討を行った。 
○組織  災害時学校給食用非常食開発委員会 
○内容  食品開発の研究 
○普及活動 

     ・サンプル配布（救給おいもの和風リゾット） 

  ・啓発チラシの作成、配布（救給ゴロゴロ野菜の煮物活用リーフレット、救給おいもの和風リゾ

ットリーフレット）  

 

②② 全全学学栄栄製製品品及及びび全全学学栄栄すすいいせせんん製製品品のの選選定定とと献献立立研研究究  

全学栄製品及び全学栄すいせん製品の見直しを行った。 

１）全学栄製品「全学栄 野菜ミックスボール」製造工程変更について 
２）全学栄すいせん製品 豆ペースト袋 ノッチ部変更について 
３）全学栄すいせん製品「白花豆＆白いんげん豆ペースト」栄養成分値一部変更について 
４）全学栄すいせん製品「すだちゼリー」ゲル化剤変更について 
５）全学栄製品「全学栄かぼちゃチーズフライ」、全学栄すいせん製品「スクールチーズフォン 

デュサンドコロッケ」一括表示 枠外表示一部変更について 
  ６）全学栄すいせん製品「美ら海育ちもずく」製造工程変更について 
７）全学栄すいせん製品「菜の花ふりかけ」一時休売について 
８）全学栄製品 救給シリーズの表記変更ついて 

９）全学栄すいせん製品「ソフトササミフレーク」個装包材サイズ変更について 

１０）全学栄すいせん製品「沖縄パインゼリー」製造工場変更について 

１１）全学栄すいせん製品「うの花コロッケ（ひじき入り）」栄養成分値訂正について 

１２）全学栄製品「全学栄枝豆とじゃこの元気ボール」産地追加について 

１３）全学栄すいせん製品 乳製品3品 包材デザイン変更について 

１４）全学栄製品「全学栄 野菜ミックスボール」日本冷凍食品協会認定証マーク変更について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ⅢⅢ  会会議議 

      総会・理事会・都道府県代表者会を下記のとおり開催を行った。      

会議名 回 数 期  日 内  容 

理事会 第１回 令和６年 ５月１８日（土） 

定時総会の開催について 

令和５年度事業報告及び収支決算 

賛助会員の入会 

都道府県代表者会 第１回 令和６年 ６月 ６日（木） 令和５年度事業報告及び収支決算 

定時総会 第 51回 令和６年 ６月 ７日（金） 
令和５年度事業報告及び収支決算 

令和７年度会員の入会金及び会費 

理事会 第２回 令和６年 ６月 ７日（金） 令和６年度事業推進計画 

理事会 第３回 令和６年 ７月３１日（水） 事業報告 

理事会 第４回 令和６年１０月２０日（日） 

正会員の入会 

事業報告及び令和７年度事業計画 

（オンライン開催） 

理事会 第５回 令和６年１２月 ５日（木） 事業報告及び令和７年度事業計画 

理事会 第６回 令和７年 ２月１５日（土） 
正会員の入会 

令和７年度事業計画及び収支予算 

理事会 第７回 令和７年 ３月 ５日（水） 
賛助会員の入会 

事業報告 

都道府県代表者会 第２回 
令和７年 ３月 ５日（水） 

～ ６日（木） 

事業報告 

令和７年度事業計画及び収支予算 

 

ⅣⅣ  事事業業報報告告のの附附属属明明細細書書 

      補補足足すすべべきき重重要要なな事事項項  

          該当事項はありません。 


